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医療保険の給付率を自動的に調整する仕組みの導入
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【改⾰の⽅向性】（案）
○ 経済成⻑や⼈⼝動態を踏まえ、⽀え⼿の負担能⼒を超えるような医療費の増加があった場合に、ルールに基づき給付率を⾃動
的に調整する仕組みについて検討し、⼈⼝減少が本格化する前に速やかに導⼊すべき。 10

◆ 実効給付率の推移

医療保険計

後期⾼齢者医療制度
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（万⼈）
◆ 2065年までの⼈⼝の推移

（出所） 国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所 「⽇本の将来推計⼈⼝（平成29年推計）」

【論点】
○ 今後、現役世代の⼈⼝が急速に減少する⼀⽅で、医療費は増加し、実効給付率も上昇。医療費が⽀え⼿の負担能⼒を
超えて増加した場合に給付率を⾒直すことで、制度の持続可能性を担保していく必要。
※ 後期⾼齢者医療制度において、⼈⼝減少による現役世代の負担増の⼀部を後期⾼齢者の保険料引上げで⾃動的に調整する仕組みがあ
るが、後期⾼齢者の保険料負担も近年増加してきており、若年・後期⾼齢者を含めた負担全体の⽔準についても⾃動的に調整する視点
が不可⽋。

○ 年⾦制度においては、平成16年に、給付率を⾃動的に調整するマクロ経済スライドを導⼊済み。

㉓

+1.8％、給付費に与える影響＋6000億円（27年度ベース）

+1.1％、給付費に与える影響＋1500億円（27年度ベース）

（出所）国⺠医療費の概況（厚⽣労働省）


